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2005年闘争方針案特集

　

金
属
労
協
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Ｉ
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11
月
18
日
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第
４
回
常
任
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事
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年
闘
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針
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闘
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推

進
」
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案
）
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認
し
ま
し
た
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本
方
針
案
は
、
12
月
２
日
午
後
１
時
30
分
か
ら
「
ホ
テ
ル
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ー

ス
ト
21
東
京
」（
東
京
都
江
東
区
）
で
行
わ
れ
る
第
47
回
協
議
委

員
会
で
機
関
決
定
し
、
具
体
的
な
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開
に
入
り
ま
す
。

「2005年闘争の推進」（案）はＩＭＦ -ＪＣのホームページにも掲載しています
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Ⅰ2005年闘争をとりまく情勢

景気回復は続くが、
いまだデフレからの脱却は困難

①日本経済は、輸出、設備投資、個人消費の拡大によっ

て景気回復が続いており、2004年度は、実質３％程度、

名目で１％強の経済成長が見込まれます。一方、アメ

リカ、中国、ヨーロッパ経済や為替の動向など先行き

不透明感が増しており、輸出の鈍化、社会保険料負担

増等による個人消費の伸び悩みが予想されます。

　　また、消費者物価指数の上昇率は、基調として０～

マイナス０％台前半で一進一退となっており、いまだ

デフレからの脱却は困難となっています。

　　一方、2003年度のマクロベースの労働分配率（雇用

者１人あたり名目雇用者報酬÷就業者１人あたり名目

国内総生産）は、1960年代以降で史上最低となる61.9

％、金属産業の売上高人件費比率も低下傾向となって

います。

全体として金属産業各社の業績は回復
ストック面ではバラツキも

②金属産業各企業の業績は増収増益傾向であり、一部に

改善の遅れがみられるものの、全体として回復してい

ます。ただ、ストック面では、回復しつつあるものの、

改善が不十分なところがあるなど、バラツキが大きく

なっています。

　　金属労協集計対象Ａ組合の企業62社の2004年度決算

予測（連結）は、対前年度比増収予測が52社、減収予

測が９社となっています。また、営業利益は、増益予測

が52社、減益予測が９社となっており、経常利益では、

増益予測が 54社、減益予測が 7社となっています。

完全失業率は４％代後半の高水準
非典型雇用者の拡大も懸念

③完全失業率は改善しつつあるものの、依然として４％

台後半と高水準になっています。１年以上の長期失業

者は３割程度に達し、フリーター、ニート（ＮＥＥＴ）

など、若年者の雇用問題が深刻化しています。

　　非典型雇用は３割程度にまで拡大し、正社員との雇

用、労働条件の格差が拡大している。金属産業におけ

る非典型雇用の拡大は、技術・技能の継承・育成を危

うくするとともに、正社員の仕事の負荷も増大させて

います。さらに、正社員の雇用や労働条件にも影響を

及ぼすことも懸念されています。

賃金水準は低下傾向・規模間格差は拡大
実労働時間も増加傾向

④賃金水準は低下傾向が続き、規模間格差は拡大してい

ます。金属産業の賃金水準は全産業平均の95％程度に

とどまっています。一時金水準は全体として回復して

いるものの、ＪＣ傘下全組合のうち半数近くが年間４

カ月未満となっています。

　　また、限られた人員のもとで仕事量が増大しており、

超過労働を中心に実労働時間が増加傾向となっていま

す。

社会の変化に対応した労働条件整備が急務
ＣＳＲの視点で雇用･労働面での対応も重要

⑤少子・超高齢化の進展に伴い、高年齢者雇用安定法の

改正、次世代育成支援推進法の制定などの政策が実施

されており、社会の変化に対応した労働条件の整備が

必要となっています。

　　また、世界的に発生した企業不祥事、環境問題への

関心の高まり、消費者意識の高まりをきっかけとして、

世界的にコンプライアンス（法令遵守）経営、企業倫

理・環境経営などを中心とする「ＣＳＲ＝企業の社会

的責任」が強く求められていることから、雇用・労働

面での対応が重要となっています。
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　右肩上がりの経済成長から成熟型経済への移行に伴い、産業・企業のおかれた状況の違いが顕在化し

ています。このため、従来の春闘における、大手労組が相場形成を行い、中小労組に波及させていく賃

金決定メカニズムが変化しており、新たな春闘への変革が求められています。

　こうした時代の変化に対応して、金属労協は、「第２次賃金・労働政策」において、金属産業勤労者

のめざす新たな働き方として、「長期安定雇用の実現」、「仕事を通じた自己実現」、「仕事・社会・家庭

生活の調和」による「生活との調和と自己実現をめざす多様な働き方」を提起しました。そして、仕事

や役割を重視した個別賃金水準の相場形成をめざす「大くくり職種別賃金水準の形成」や、社会的に共

通化すべき総合労働条件の構築によって、その実現をめざす取り組みを展開することとしました。

　その実現に向けた取り組みの第一歩を踏み出し、日本経済の成長や企業業績回復の成果を職場実態に

応じた総合労働条件へ反映させるとともに、あるべき労働条件の指標を示すことによる未組織労働者を

含めた社会全体への波及をめざし、社会的な共感を呼び起こす運動を推進します。

　１　総合労働条件の改善

①競争力の源泉である勤労者が能力を発揮し、やりがい

を持って働くことのできる、基幹産業である金属産業

にふさわしい賃金水準の実現を図ります。

　　その第一歩として、大くくり職種別賃金水準の形成

に向けた条件整備を進めるとともに、産業・企業の実

態を踏まえて、産業間・産業内の賃金格差是正に積極

的に取り組みます。

②経済・社会が大きく変化する時代にあっては、労使が

率先して組合員のニーズや社会の変化に対応した労働

条件の枠組みをつくり、法整備につなげていくことが

重要になっています。

　　「生活との調和と自己実現をめざす多様な働き方」の

Ⅱ2005年闘争の基本的考え方

実現に向け、職場の実態に即して解決すべき問題の優

先順位を明確にし、労働時間をはじめとした諸制度の

充実や適正な運用を図ります。

③ＪＣミニマム運動（ＪＣミニマム(35歳)、最低賃金協

定、法定産業別最低賃金）の取り組みなどによって、企

業内における労働条件決定を、未組織労働者を含めた

社会全体へ波及させる運動を推進します。

　２　政策・制度の取り組み

○総合労働条件改善の取り組みと連動して、「生活との調

和と自己実現をめざす多様な働き方」を支える環境づ

くりを推進します。
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(1) 賃　金

①金属産業にふさわしい賃金水準を

めざす取り組み

ａ．大くくり職種別賃金水準形成に

向けた取り組みの具体化

　仕事・役割重視、絶対水準重視によ

る「大くくり職種別賃金水準形成」に

よって、産業間・産業内格差を是正

し、金属産業の位置づけにふさわし

い賃金水準の実現をめざします。

取り組みの具体化に向けて、それぞ

れの産業を代表する「基幹労働者（産

業ごとの代表職種における中堅労働

者）」の銘柄指標づくりを進めます。

将来的には、社会的な影響力を持ち

うる金属産業の賃金水準の形成をめ

ざしていきます。

○大くくり職種別賃金形成に向

けて、仕事・役割重視、絶対水

準重視の個別賃金決定に向けた

取り組みを推進します。2005年

は取り組み可能な産別、単組か

らスタートしていきます。

ｂ．賃金水準の引き上げ

　金属産業の賃金水準は、全産業平

均の 95％程度となっており、日本経

済を支える基幹産業としての金属産

業の位置づけにふさわしい賃金水準

とはなっていません。わが国の基幹

産業にふさわしい賃金水準を追求す

べく、今後とも産業間格差改善の取

り組みを推進していかなければなり

ません。

○産業間・産業内の賃金格差の実

態や、業績回復に対する組合員

の貢献を踏まえ、積極的に格差

改善に取り組みます。

ⅰ．標準労働者の到達目標

＊集計対象Ａ組合（1,000人以上）の

賃金水準に基づき、取り組み目標

として設定

○高卒 35歳・勤続 17年・技能職を

　　　309,000円以上

○高卒 30歳・勤続 12年・技能職を

　　　266,000円以上

ⅱ．標準労働者の最低到達目標

＊金属産業における賃金格差の圧縮

を図るため、全単組の到達をめざ

す水準として設定

○上記、標準労働者の到達目標の

８割程度

ｃ．賃金構造維持分の確保と賃金制

度確立

　現行の賃金水準を維持するために

は、制度的な昇給、すなわち「定期昇

給（相当）分、昇進・昇格源資など」

を現行賃金制度・体系に基づいて実

施することによって、賃金構造維持

分を確保することが必要です。賃金

制度の見直しによって成果主義的な

要素が高まる傾向にありますが、年

齢ごとの生計費の違いや標準的なス

キルパスは存在しており、賃金構造

維持分は確保されなければなりませ

ん。

　さらに、同一銘柄における賃金水

準を維持・確保するためには、賃金構

造維持分といった引き上げ基準だけ

の取り組みだけではなく、個別賃金

水準を把握しながら、より水準その

Ⅲ 具体的な取り組み

１　総合労働条件の改善

　日本の金属産業の競争力は、生産現場における生産性向上、品質改善能力など、ものづくりの力が充

実していることや、技術・技能の集積・厚み、ネットワーク力、開発力、コストパフォーマンスなど、

生産現場と研究開発現場、素材や部品にかかわる関連企業などが一体となった総合力の強さによって支

えられています。今後とも金属産業が日本経済を支える基幹産業として発展していくためには、こうし

た特筆すべき強みを活かしながら国際競争力を維持・強化し、高付加価値製品の開発・生産を軸としな

がら海外生産拠点との棲み分けによって、国際的な役割分業を図ることが必要です。技術力・開発力・

現場力の一層の高度化を図り、独創性を高めながら独自の技術・技能を継承・発展させていくとともに、

金属産業の総合力の強さを生かすためには、個々の企業だけでなく、金属産業全体を強化していかなけ

ればなりません。

　そのためには、競争力の源泉である勤労者が能力を十分に発揮し、やりがいを持って働くことのでき

る労働条件や環境条件を創り出すことが必要です。そのことによって、職場組合員の活力を高めるとと

もに、企業の人材確保にもつなげ、国際競争力の強化につながる好循環を生み出さなければなりません。

こうした観点から、高付加価値を生み出す金属産業にふさわしい総合労働条件を確立していきます。

4
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ものを重視した取り組みを強めてい

く必要があります。

　一方、金属労協全体でみると、賃金

体系が制度的に確立されていないと

ころが多い実態にあり、賃金制度整

備が極めて重要な課題となっていま

す。賃金構造維持分を確保できない

ことによって結果として同一銘柄に

おける賃金水準が下がることのない

よう、ＪＣ共闘全体として、定期昇給

制度を含む賃金制度整備を図ってい

くこととします。同時に、賃金制度整

備を通して、配分方式の確立を図る

こととします。

○金属労協傘下のすべての組合

は、同一銘柄における賃金水準

の維持・確保を図るため、賃金

構造維持分確保の取り組みを強

力に進めます。

○定期昇給（相当）分込みで取り

組む組合については、産別指導

のもとで、実態を踏まえて対応

することとします。なお、定期

昇給（相当）分は、金属労協全

体として２％、6,000円程度と

します。

○大くくり職種別賃金水準を示

すことができる賃金制度確立に

向けて取り組みを進めます。

②ＪＣミニマム運動（ＪＣミニマム

(35歳)、最低賃金協定、法定産業別

最低賃金）の推進

　組織労働者の賃金水準の下支えを

図るとともに、最低賃金協定の締結

を法定産業別最低賃金の取り組みに

連動させ、非典型労働者、未組織労働

者を含めた金属産業で働く勤労者全

体の賃金の下支えを図ります。

　「ＪＣミニマム（35歳）」は、金属

産業で働く35歳の勤労者の賃金水準

を明確に下支えし、その水準以下の

賃金で働くことをなくしていく運動

と位置づけます。当面は、金属労協傘

下組合で働く35歳のすべての組合員

を対象とします。各産別がそれぞれ

の実態を踏まえて、これ以下をなく

すための具体的な取り組み推進を

行っていきます。

最低賃金協定の締結は、企業内にお

ける全従業員の賃金の下支えとして

機能させるべく取り組みます。法定

産業別最低賃金の適用が18歳以上65

歳未満であることから、18歳以上を

対象とした最低賃金協定を重視しま

す。最低賃金協定の締結を法定産業

別最低賃金の取り組みに連動させる

ことによって、金属産業で働く基幹

的労働者の賃金水準の下支えを図る

こととします。

ａ.｢ＪＣミニマム(35歳)｣の確立

○金属産業で働く勤労者（35歳）

の賃金の最低到達基準を「ＪＣ

ミニマム(35歳)」として示しま

す。

○「ＪＣミニマム(35 歳)」は、

210,000円とします。

ｂ．企業内最低賃金協定締結の強化

○金属産業の18歳最低賃金の金

額水準は、149,500円以上と

し、全単組の締結をめざしま

す。

ｃ．法定産業別最低賃金の取り組

み強化

○金属産業に働く勤労者全体の

賃金水準の底支えを図るため、

法定産業別最低賃金の金額改

正、新設に取り組みます。

(2) 一時金

　2005年闘争においては、業績改善

が図られていることから、当然の成

果還元として一時金水準の引き上げ

を図ることとします。

　近年、業績を反映する傾向が強

まっていることから、業績のバラツ

キとともに一時金水準の格差が拡大

してきています。厳しさが続く家計

の状況を踏まえ、業績の厳しい組合

においても、生活の安定確保や一時

金水準の格差是正の観点から、一時

金の最低獲得水準（４カ月）の維持・

回復を図るための取り組みを行いま

す。

○一時金の要求は、年間５カ月を

基本とします。

○年間総賃金の安定確保に向け

て、一時金に占める固定的支出

を念頭に、最低でも年間４カ月

を確保することとします。

(3)労働時間および
　その他の諸制度の取り組み

①労働時間

　近年、人員の縮減や非典型雇用の増

加などに伴い、正社員の一部では過重

労働が顕著になっており、過労死など

も増加しています。このような事態は

人間の尊厳をおかす重大な事態であり

看過する事はできないものです。

　金属労協は、1989年に策定した時

短５カ年計画以降、年間総実労働時

間 1,800時間台の実現に取り組んで

きましたが、未達成のままとなって

います。失業率が高水準となってい

るもとで、雇用の維持・確保を図る観

点からも、長時間労働を是正し、金属

産業で働くすべての勤労者について

年間総実労働時間 1,800時間台を早

期に実現する取り組みが重要となっ

ています。同時に、ゆとりある生活時

間の確保によって仕事と生活の調和

を図る、これからの新たなライフス

タイルを構築する観点からも、取り

組みを進めていきます。

○生活との調和を図り、雇用の維

持・確保を図る観点から、年休取

得促進や超過労働の削減等によっ

て、金属産業で働くすべての労働

者について、年間総実労働時間

1,800時間台の実現をめざします。

○2005年闘争では、不払い残業を

撲滅すべく労働時間管理の徹底

を図るとともに、36協定特別条

項の見直しに伴い、要員確保を

含めた取り組みを強化します。

○さらに今後、割増率引き上げの

取り組みに向けて、労働時間法

制や労働時間政策のあり方を早

急に論議していきます。
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② 60歳以降の就労確保

　60歳以降の就労確保は、2000年闘

争以来、ＪＣ共闘の重要な取り組み

の柱として金属労協全体で取り組み

を継続してきています。

　年金満額支給開始年齢との接続に

より生計費の確保、技術・技能の継

承・育成による産業・企業基盤の強

化、ともに社会を支え、生きいきとし

た高齢者生活を実現する観点から、

60歳以降就労確保の３原則に基づく

取り組みを図ります。

○ 60歳就労確保の３原則

・働くことを希望するものは、

誰でも働けること。

・年金満額支給開始年齢と接続

すること。

・60歳以降就労するものについ

ては、引き続き組織化を図る

こと。

③仕事と家庭の両立支援

　急速に進む少子化の流れに対して、

安心して子供を生み育てられる環境

づくりを進めるべく、「次世代育成支

援対策推進法」や「改正育児・介護休

業法」に積極的に対応し、仕事と家庭

の両立支援に取り組みます。

○「次世代育成支援対策推進法」

に対応した行動計画の策定およ

びそのフォローには労働組合が

参画し、組合員の意見反映に努

めます。

○仕事と家庭の両立支援のため

に、育児・介護に関連する制度

の充実を図ります。

○仕事と家庭の両立につながる

実労働時間の削減を図ります。

④労災ならびに通災付加補償

　重大災害が増加する一方で、過重

労働・メンタルヘルス対策や、分社化

や雇用形態の多様化などに伴う安全

衛生管理体制の確立が重要課題と

なっています。労働災害ゼロ職場を

確立し、不幸にして起こった労働災

害には、企業に対して責任を持った

対応を求めます。

○金属産業に働く者の死亡なら

びに障害等級１～３級（退職）

の付加補償水準として到達すべ

き 3,200 万円に未到達の組合

は、当面3,200万円への引き上

げをめざした取り組みをすすめ

ます。

○通勤途上災害についても、労災

に準じて取り扱うことを基本

に、取り組みます。

⑤退職給付制度の整備

　退職金・企業年金に関わる法改正

が次々と図られてきています。これ

らの制度見直しや、各企業年金財政

の悪化などを背景に、賃金・処遇制度

の見直しなどに併せて、退職金・企業

年金制度についても、抜本的な見直

しの動きが活発化しています。

　退職後の生活は、公的年金を基礎

として、退職金・企業年金、個人年

金などの自助努力などをあわせた

トータルな収入で営まれており、退

職金・企業年金は退職後生活の重要

な柱の１つとなっています。こうし

た退職金・企業年金の持つ役割を踏

まえ、退職後生活の安定をベースと

した退職金・企業年金水準の確保を

図ります。

○制度改定を行う場合には、給付

水準が低下することのないよ

う、等価転換の原則を基本とし

た制度改定を行います。

○産業・企業の実態を踏まえて、

退職給付水準の引き上げに取り

組みます。

⑥派遣労働者等の非典型労働者の受

け入れに関わる労使協議

　近年、有期雇用者の急速な増大や、

アウトソーシングが急拡大している

なかで、実態としては労働者派遣で

ある「偽装請負」など、さまざまな問

題が指摘されています。

　派遣労働者については、労働者派遣

法の改正によって、１年を越える期

間、派遣労働者を受け入れる場合、労

働組合に対する意見聴取が企業に義務

付けられました。法の遵守はもとよ

り、賃金、労働時間、安全衛生など、幅

広い労働条件について、労使協議を行

うなどの具体的な取り組みを行うこと

によって、非典型労働者の公正な処遇

条件の確立に向けた労働組合の関与を

高めていくこととします。

　また、非典型労働者の受け入れ数

や、職場で発生している問題や職場

への影響などについて、定期的に労

使協議を行う体制を整え、労使協議

を充実していくこととします。

○職場の秩序維持、職場の安全確

保の観点から、派遣労働者等の

非典型労働者受け入れに伴う法

の遵守や公正な処遇のあり方に

ついて労使協議を行います。

○非典型労働者の受け入れ数や

職場への影響・課題について労

使協議を行います。
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(1)デフレの早期解消と持続的

景気回復の実現

　国内景気は回復基調にあるものの、

消費者物価上昇率は基調として０～

マイナス０％台前半で推移していま

す。一方で、原燃料価格は高騰してお

り、原燃料価格のインフレと製品価

格のデフレとが併存する状況となっ

ています。

　国際的な原燃料インフレがそのま

ま国内物価に跳ね返るハイパーイン

フレを回避しつつ、同時に国内デフ

レを早期に解消し、景気回復を持続

させるという、両睨みの政策展開を

求めていきます。

２　政策・制度の取り組み

(2)産業別に形成される賃金の

下支えと公正競争の確保を

図る「産業別最低賃金」の

継承・発展

　「規制改革・民間開放推進３か年計

画」(2004年３月19日)において、「産

業別最低賃金の見直し」が盛り込ま

れました。すでに厚生労働省に「最低

賃金のあり方に関する研究会」が設

置され、見直し論議が開始されてい

ます。

　金属労協は、産業別最低賃金の持

つ「産業別に形成される賃金の下支

え」と「公正競争の確保」という役割・

機能の重要性を改めて認識し、産業

別最低賃金の継承・発展の基本姿勢

を堅持して「産業別最低賃金の見直

し」への対応を図っていきます。

(3)ライフスタイル改革の契機

となるサマータイム制度の

導入

　金属労協は、環境対策の観点とと

もに、明るい夕方の時間を活用し、家

庭や地域を重視した新しいライフス

タイルを構築するという観点から、

サマータイム制度の早期導入を打ち

出しています。これは「第２次賃金・

労働政策」のめざす「生活との調和と

自己実現」にも、大きな役割を果たす

ものです。

　2004年８月には、サマータイム制

度導入に向けて超党派議連が発足し、

取り組みはいよいよ正念場を迎えて

いる。金属労協として、世論喚起の活

動、法案成立に向けた理解促進活動

を強化していきます。

Ⅳ 2005年闘争の進め方

　１　闘争日程の大綱

　　闘争日程の大綱については、以

下のとおりとしますが、具体的日程

は闘争情勢を踏まえながら、戦術委

員会、中央闘争委員会で決定します。

闘争の山場の設定については、これ

まで同様、ＪＣ共闘としての集中回

答の枠組みを堅持します。

(1) 要求前段の取り組み

①政策・制度の取り組み

　金属労協は、2004年４月に、「当面

の景気回復と潜在成長力を回復させ

るための構造改革」、「ものづくり産

業の国内生産基盤強化」、「勤労者の

雇用と生活基盤の安定」、「官と民の

役割の整理」の観点から、「金属労協

　2004年政策・制度要求」を取りま

とめ、財務省、国土交通省、農林水産

省、総務省、内閣府、文部科学省、厚

生労働省、環境省、経済産業省の各府

省および民主党に対して、懇談・要請

を行いました。

②労使会議等の開催

　金属産業労使会議のもとに、産別

書記長・書記次長と13企業の課長等

による「事務レベル会議」を設置し、

金属産業の国際競争力強化に向けた

課題について論議を行い、労使の認

識を深める取り組みを進めています。

　12月１日には、日本経団連との懇

談を開催し、ものづくり産業の課題、

グローバル経営とＣＳＲ、について

意見交換を行いました。

③日本経団連・経営労働政策委員会

報告への対応

　12月に予定されている日本経団連

「経営労働政策委員会報告」に対し

て、金属労協としての見解を表明す

るとともに、団体交渉対策資料とし

て「2005年闘争ミニ白書」を作成し

ます。

④2005年闘争シンポジウム、2005年

闘争中央討論集会の開催

　2004年 11月 10～ 11日には、第２

次賃金・労働政策を踏まえて「賃金・

労働条件の社会性と労働組合の役割」

をテーマとして、「2005年闘争シンポ

ジウム」を開催しました。

　また、2005年１月18～19日には、

「2005年闘争中央討論集会」を開催

し、各産別の取り組みを含めて相互

に理解を深めるとともに、「2005年闘

争ミニ白書」の内容充実のための論

議を行います。
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(2)要求討議と集約

　各産別・単組は、協議委員会後ただ

ちに要求策定に着手し、２月中旬ま

でにはそれぞれの機関手続きを経て

集約することとします。

(3)要求提出と団体交渉

　闘争の山場については、共闘全体

として最大限の効果を引き出せるよ

う、連合とも十分な調整のうえ、具

体的には戦術委員会において決定し

ます。

　金属労協全体として３月月内決着

の取り組みをさらに強化し、中小組

合を含めた相乗効果を追求していき

ます。

(4)山場の設定

　闘争の山場については、共闘全体

として最大限の効果を引き出せるよ

う、連合とも十分な調整のうえ、具

体的には戦術委員会において決定し

ます。

　金属労協全体として３月月内決着

の取り組みをさらに強化し、中小組

合を含めた相乗効果を追求していき

ます。

(5)回答が受け入れがたい場合

の対応

　回答が受け入れがたいものであっ

た場合、すばやく闘争態勢を確立で

きる体制を整えておくことが、経営

側への圧力を高め、納得ある回答の

引き出しにつながる観点から、そう

した対応の強化を図ります。

　２　闘争機関の配置

　2005年闘争を推進するにあたり、

闘争指導機関として次の委員会を設

置します。交渉状況を踏まえながら、

効果的な日程配置を図ることとしま

す。

(1)戦術委員会

　闘争全般にわたる戦略・戦術の立

案と推進を目的にした、闘争の最高

指導機関として設置します。その構

成は三役会議構成員とします。

(2)中央闘争委員会

　闘争全般にわたる戦略・戦術の実

践を目的として設置します。その構

成は、常任幹事会構成員とします。

(3)書記長会議

　戦術委員会の指示に基づき、戦略・

戦術の具体的内容の検討、相互の連

絡調整を目的として運営します。

　３　組織・広報活動

(1)地方組織との連携
　

　春季生活闘争の推進に向けて、地

方ブロックを中心に研修会などを開

催し、ＪＣ共闘の情報交換と相互理

解および諸活動の実践を図るととも

に、政策・制度や最低賃金の取り組

みに関わる研修会の開催についても、

積極的に地方ブロックあるいは金属

部門連絡会と調整を行いながら推進

していきます。

(2)広報活動の推進

　ＪＣ共闘の効果を最大限発揮する

ため、闘争の進捗にあわせて一体的

な広報活動により闘争全体の盛り上

げを図ります。また、「ＪＣ共闘ＦＡ

Ｘニュース」も活用効果を一層高め

るべく充実を図ります。さらにホー

ムページを活用した情報提供につい

ても、より強化していきます。

　４　他組織との連携

(1)連合・金属部門連絡会との

連携強化

　金属労協は、連合・金属部門連絡会

の活動を実質的に担う組織として、

2005年闘争の成功に向けて役割を果

たしていきます。

( 2 )化学エネルギー鉱山労協

（ＩＣＥＭ－ＪＡＦ）との

連携

　民間産業に働く仲間として、化学

エネルギー鉱山労協とのこれまでの

連携を重視しつつ、闘争の成功に向

けた取り組みを図っていきます。

●●●●●●第 47回協議委員会●●●●●●

日時　2004年 12月２日（木）

　　　13:30～ 16:00

場所　ホテルイースト 21東京　１階「イースト 21ホール」

　　　　東京都江東区東陽６ -３ -３　Tel03-5683-5683

議題　

Ⅰ・報告事項

　１．一般経過報告

　２．特別報告

「企業行動規範(ＣＯＣ)と企業の社会的責任(ＣＲＳ)の取

り組みについて」

Ⅱ．審議事項

　１.2005年闘争の推進について

　２．海外進出企業における労使紛争解決に向けた基本スタンス

　３.その他

＊協議委員会終了後、16:00より年末懇親会を行います。


